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は じ め に

　近年、わが国企業の就業形態の多様化は著しく、中でも「労働者派遣事業の適正な運営

の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律（労働者派遣法）」の施行に伴って、

多くの業種で働く派遣労働者が増加し、商業（卸売・小売業）においても同様の傾向にあ

りました。

　しかし、世界的な経済動向を受けたわが国経済の停滞、労働者派遣法の改正論議等の影

響を受けて、昨今では派遣労働者の就業割合は低下の傾向にあります。

　一方、派遣労働者全体の休業４日以上の労働災害は、平成 21 年において 2,864 人となっ

ていますが、派遣労働者の数が前年よりも約 20％減少したこともあり全体として 50％の

減少となっています。なお、業種別の発生割合は、製造業で 56％、運輸交通業で 10％、

商業で９％となっています。

　労働者派遣法においては、派遣労働者の安全と健康を確保するため、派遣元または派遣

先事業者（事業主）もしくは両者が労働安全衛生法上の責任を負うものと規定しています

が、その責任区分が関係者に十分に理解されていないため、必要な安全と健康確保措置が

とられていないという問題があります。

　このような背景の下、中央労働災害防止協会は厚生労働省の委託を受けて、商業（卸売・

小売業）における派遣労働者の安全衛生管理の徹底・定着を図るための「商業（卸売・小

売業）における安全衛生管理マニュアル」を作成することになりました。

　本マニュアルでは、商業（卸売・小売業）における安全管理体制の整備、安全衛生教育

の実施、各種安全衛生対策の実施等について具体的に示すとともに、指揮命令系統が必ず

しも明確にはなっていない派遣労働者の安全と健康に関して派遣元・派遣先事業者及び派

遣労働者の就業場所である百貨店等が連携して効果的に実施する具体的な方法などについ

て事例をまじえて紹介しています。

　本マニュアルが、商業（卸売・小売業）の事業者、関係取引先の事業者、派遣元事業者

などを対象とした研修会の基本テキストとして活用されることを通じて、派遣労働者を含

めた労働者の労働災害防止とそれぞれの企業における安全衛生水準の向上に寄与できれば

幸いです。

商業における派遣労働者に係る安全衛生管理マニュアル作成委員会　

　はじめに
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